
事業番号 - - -

（ ）

- -

目標値 ％ 100

100 - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　/ - -

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

- -

- 年度 4

144 - -

当初見込み 件 110 110 110 110 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト -

143 128

100

独立行政法人通則法に基
づく主務大臣による業務実
績の評価結果のうち、標準
評価以上の評価を受けた
項目の割合とする。

標準評価(B評価）以上の評
価を受けた項目の割合。
※8月下旬頃記載予定

成果実績 ％ 100 100

達成度 ％ 100

年度

100 100 100

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開
発、成果の普及及び活用促進、施設・設備の共用、資
料収集及び提供、研究者及び技術者の養成及び資質
の向上、職員の派遣等、研究活動が多岐にわたり、単

位当たりコストを算出することは不可能

- - - -

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 7,861 8,900

活動内容
（アクティビ

ティ）

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を実施するとともに、研究開発成果の普及・活用の促進等を行い、防災科学技術の水準
の向上を図り、研究開発成果の防災対策への反映を図ることにより、レジリエントな社会の構築に貢献する。

防災科学技術に関する研
究開発成果の最大化に向
け、産学官による共創を推
進する。

共同研究件数(平成27年度
まで年100件以上、平成28
年度以降年110件以上)

活動実績 件

主な増減理由

国立研究開発法人防災科
学技術研究所運営費交付

金
7,861 8,900

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

防災科学技術研究所の研究開発の更なる推進等に伴う増。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

101% 101% 101%

執行率（％） 100% 100% 100%

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

防災科学技術の水準の向上を目指し、① 地震災害による被害の軽減に資する研究開発、② 火山災害による被害の軽減に資する研究開発、③ 気象災害・
土砂災害・雪氷災害等による被害の軽減に資する研究開発、④ 災害に強い社会の形成に役立つ研究開発を各種の研究と密接な連携を保つとともに、分野
横断的な研究開発を推進する。さらに、国や地方公共団体等が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニーズに柔軟に対応できる体制、制度
を整備し、最大限の研究成果を創出することに努める。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 7,676 7,667 7,704

計 7,676 7,667 7,704 8,028 8,900

予備費等 69 58 43 167

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月 閣議決定）
防災基本計画
（昭和 38年 6月中央防災会議策定、令和3年5月修正）
国土強靱化基本計画（平成30年12月14日閣議決定）

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 7,607 7,609 7,661 7,861 8,900

補正予算 -

- - - -

事業名
国立研究開発法人防災科学技術研究所運営費交付金に必要な
経費 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度 平成13年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0276

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発、それらに係る成果の普及及び活用の促進等の業務を総合的に行い、防災科学技術の水準の向上を
図り、成果の防災対策への反映を図ることにより、災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災害に強い社会の実現を目指す。

地震・防災研究課
地震・防災研究課長
小林　洋介

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国立研究開発法人防災科学技術研究所法
（平成十一年十二月二十二日法律第百七十四号）
第十五条

関係する
計画、通知等



○
原則、一般競争入札を実施し、契約の競争性を高める取組
を行っている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
費目・使途の決定に当たっては、防災科学技術研究所の中
長期目標・中長期計画に基づいて必要性を確認し、業務の
財源に充てるために必要な金額のみを支出している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○
国民の安心・安全を確保するための事業であるため、国が
負担する。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐ -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
一般競争入札を原則とすることで公平性・競争性を確保する
とともに、事業経費の費目・使途の内容を厳正に審査してお
り、合理性を伴った運用がなされている。

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争入札を原則とし、やむを得ないものに限り随意契約
を締結することとしている。一者応札・一者応募についても、
改善のため、仕様書の内容に疑義が生じないよう入札説明
会において適切な説明を行い、仕様書の内容に関する質疑
があった場合には、一定期日内に回答を作成して仕様書依
頼を行った全ての業者に回答するといった様々な取組を行っ
ている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
本事業は科学技術・イノベーション基本計画等を踏まえた取
組であり、社会のニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
自然災害は我が国全体にわたって影響を及ぼすものであ
り、また、当該研究所の研究開発成果は国民全体の災害対
策に資するものであるため、国が実施すべき事業である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
防災科学技術研究所の研究活動は、我が国全体の災害対
策に資するという観点から重要性が高く、優先的に実施され
るべき事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_9-
4.pdf

該当箇所 P1、3～6、8～11

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国立研究開発法人防災科学技術研究所の業務の実績に関する評価（文部科学大臣）

9-4 安全・安心の確保に関する課題への対応



執
行
等
改

善
「独立行政法人における調達等合理化計画の取組の推進について」（平成27年5月25日総務大臣決定）を踏まえ、令和4年6月30日に策定・公表し
た「令和４年度国立研究開発法人防災科学技術研究所調達等合理化計画」に基づき、十分な公告期間の確保、入札説明会の実施、仕様書の見
直し等の取組を引き続き実施するとともに、契約の競争性、公平性、透明性を確保しつつ合理的な調達になるよう点検・見直しを行う。

備考

研究成果等については以下のホームページを通じて公開している。
http://www.bosai.go.jp/
【支出先上位10者リスト】
※落札率は、同種の他の契約の予定価格を類推させる恐れがあるため非公表。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

中長期計画・中長期目標に基づき、成果目標の達成状況に
ついて第三者である国立研究開発法人審議会で意見聴取を
行った上で評価を実施しており、例年高い評価水準を保って
いる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
支出先の選定に際しては、競争性を確保するため、原則、一
般競争入札としており、コストの削減を図っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
令和４年度までの中長期計画を立てて研究開発等を着実に
実施している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）については研究
現場の状況・ニーズを踏まえ、各省をまたいで機動的かつ効
率的に予算配分することを目的としており、内閣府から移し
替えの上、一体的に執行することとしている。

研究開発成果については、政府の委員会やホームページ、
学会発表等を通じて広く情報提供するとともに、現業機関や
自治体等でも活用されている。

2022 内閣府 21 0138 官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）

事業名事業番号

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

この事業は一者応札の改善について改善に向けた対策を講じているものの、依然として一者応札となったものがあることから、説明会参加業者等
への聴取や仕様の見直しなど実効性のある対策について検討が必要である。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）に基づき、調達等合理化計画を策定し、下記取り組みを実施し
た。
◯一者応札の点検、見直しの取組として、その要因を業者ヒアリングし、分析・検証を行うとともに、応札業者数の増加に向けて、契約方式の
改善を図った。
◯一括調達契約マニュアルに基づき、一括調達を実施した結果、経費の削減につなげることが出来た。
◯茨城県内7機関（国立大学法人茨城大学、国立大学法人筑波大学、国立大学法人筑波技術大学、大学共同利用機関法人高エネルギー加
速器研究機構、国立研究開発法人物質・材料研究機構、独立行政法人教職員支援機構、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構）ととも
に、引き続き対象範囲を拡大して共同調達を実施し、競争性の確保及び経費の削減の取組を行った。

改善の
方向性

「独立行政法人における調達等合理化計画の取組の推進について」（平成27年5月25日総務大臣決定）を踏まえ、令和4年6月30日に策定・公
表した「令和４年度国立研究開発法人防災科学技術研究所調達等合理化計画」に基づき、十分な公告期間の確保、入札説明会の実施、仕様
書の見直し等の取組を引き続き実施するとともに、契約の競争性、公平性、透明性を確保しつつ合理的な調達になるよう点検・見直しを行う。



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

2021 文科 20

文部科学省 0248

計 532 計 39

賃貸借
防災情報イノベーションプラットフォームの賃
貸借

532 賃貸借 会議室の賃貸借 39

C.三菱ＨＣキャピタル株式会社 D.安田不動産株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 8,170 計 672

中核的機関
防災科学技術に関する基礎研究及び基盤
的研究開発の推進

3,565

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

研究開発
防災科学技術に関する基礎研究及び基盤
的研究開発の推進

3,763 役務 実大三次元震動破壊実験施設の維持管理 672

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.国立研究開発法人防災科学技術研究所 B.震動実験総合エンジニアリング株式会社

費　目 使　途

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0249

0272

法人共通 運営管理部門に係る費用及び人件費 842

平成30年度 254

令和元年度

平成28年度 249

平成29年度 256

平成26年度 315

平成27年度 303

327

平成25年度 320

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 309

平成24年度

　←

　※自己収入等を含む

【随意契約（公募）】等
【一般競争契約（総合評価）

（令和元年度～令和6年度）】等
【随意契約（企画競争）

（平成29年度～令和4年度）】等

【Ｂ】 【Ｃ】 【Ｄ】

研究開発 中核的機関 法人共通

民間企業等
（106社）

民間企業等
（65社）

民間企業
（35社）

3,763百万円 3,565百万円 842百万円

事業概要
防災科学技術に関する基礎研究及び
基盤的研究開発の推進

事業概要
防災科学技術研究におけるイノベー
ションの中核的機関の形成

事業概要
運営管理部門に係る費用及び人件費

文部科学省
7,704百万円

事業概要
国立研究開発法人防災科学技術研究所に対し、その業務の
財源に充てるために必要な金額を交付

【Ａ】

国立研究開発法人防災科学技術研究所
8,170百万円

交付

内閣府

43百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

- -

- - -

24
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
パレート分布を用いた確率
雨量計算の改良

0.9
随意契約
（少額）

-

23
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
リアルタイム計算システム
保守業務

1
随意契約
（少額）

-

22
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
確率雨量計算システムの
改良業務

1
一般競争契約
（最低価格）

3 - -

- -

21
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
津波遡上即時予測情報配
信機能の保守等支援作業

2
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 - -

20
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
シミュレーション・プラット
フォームの構築

4
一般競争契約
（最低価格）

1

19
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746 強震動データ解析等作業 5
一般競争契約
（最低価格）

-

18
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
津波予測システムの検証
稼働支援作業

5
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

17
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
南海トラフ沿いの巨大地震
を対象とした津波遡上計算
支援業務

5
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 - -

16
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
リアルタイム被害推定・状
況把握システムの推定機
能強化

5
一般競争契約
（最低価格）

15
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
長周期地震動指標逐次補
間機能の開発等支援業務

5
一般競争契約
（最低価格）

-

14
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
J-SHIS所内向け公開サー
バの更新

5
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

13
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
震源過程解析プログラムの
処理時間比較作業

7
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 - -

12
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
津波予測システムの高度
化支援作業

11
一般競争契約
（最低価格）

1

11
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
長周期地震動情報配信シ
ステムの運用等支援業務

11
一般競争契約
（最低価格）

-

10
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
地下構造情報管理クラウド
システムの運用

14
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

9
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
リアルタイム地震動モニタ
リングシステムへの機能追
加作業

39
一般競争契約
（最低価格）

1 -

- - -

8
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746

J-SHISの運用・管理及び
高度化等支援業務
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

46
随意契約
（その他）

1

7
三菱重工冷熱株式
会社

1010701015344
冷水チラー及び機械室パッ
ケージエアコン改修工事

5
随意契約
（その他）

-

6
三菱重工冷熱株式
会社

1010701015344
雪氷棟風洞制御装置改修
作業

7
随意契約
（その他）

- - -

- -

5
三菱重工冷熱株式
会社

1010701015344 屋外冷却塔フード更新工事 7
一般競争契約
（最低価格）

1 -

- - -

4
三菱重工冷熱株式
会社

1010701015344
雪氷防災実験棟設備定期
保守点検

22
随意契約
（公募）

-

3
三菱重工冷熱株式
会社

1010701015344
雪氷防災実験施設冷凍機
器更新工事

250
随意契約
（その他）

-

2
震動実験総合エンジ
ニアリング株式会社

4140001036364

兵庫耐震工学研究セン
ター　一般見学対応
【一般競争契約（最低価格）
（令和2年度～令和4年度）】

1 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
震動実験総合エンジ
ニアリング株式会社

4140001036364
実大三次元震動破壊実験
施設の維持管理

672
随意契約
（公募）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人
防災科学技術研究
所

3050005005210 運営費交付金事業 8,170
運営費交付金

交付
- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率



C

-

- -

10
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
伊勢崎高感度地震観測施
設ほか修理

0.6
随意契約
（少額）

- -

- - -

9
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
金谷高感度地震観測施設
ほか修理

0.6
随意契約
（公募）

-

8
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
五ヶ瀬高感度地震観測施
設ほか修理

0.7
随意契約
（公募）

-

7
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
EarthLANサービスにおけ
るモバイル電波確認作業
（門別東ほか）

0.9
随意契約
（公募）

- - -

- -

6
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648

地震津波火山観測データ
伝送基盤サービス
【一般競争契約（最低価格）
（平成28年度～令和5年
度）】

449 その他 - -

- - -

5
三菱ＨＣキャピタル
株式会社

4010001049866

不正端末接続防止機器の
賃貸借
【一般競争契約（最低価格）
（平成30年度～令和5年
度）】

3 その他 -

4
三菱ＨＣキャピタル
株式会社

4010001049866

URLフィルタ装置(http)の賃
貸借
【一般競争契約（最低価格）
（令和元年度～令和6年
度）】

3 その他

-

3
三菱ＨＣキャピタル
株式会社

4010001049866

セキュリティフィルタ装置の
賃貸借
【一般競争契約（最低価格）
（平成29年度～令和4年
度）】

7 その他 - - -

- -

2
三菱ＨＣキャピタル
株式会社

4010001049866

ファイアウォールと負荷分
散装置の10G化の賃貸借
【随意契約（その他）：一般
競争契約（最低価格）の結
果、不落随契（平成28年度
～令和3年度）】

22 その他 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
三菱ＨＣキャピタル
株式会社

4010001049866

防災情報イノベーションプ
ラットフォームの賃貸借
【一般競争契約（総合評価）
（令和元年度～令和6年
度）】

532 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

30 株式会社Ｆ－Ｐｏｗｅｒ 2010701022133
国立研究開発法人防災科
学技術研究所で使用する
電気の調達

55
一般競争契約
（最低価格）

6 - -

- -

29 株式会社Ｆ－Ｐｏｗｅｒ 2010701022133

国立研究開発法人防災科
学技術研究所兵庫耐震工
学研究センターで使用する
電気の調達

55
一般競争契約
（最低価格）

5 -

1 - -

28 応用地質株式会社 2010001034531
南海トラフ巨大地震に関す
るハザード・リスク情報の利
活用調査支援業務

0.9
随意契約
（少額）

-

27 応用地質株式会社 2010001034531
関東地域の地震複合災害
にかかるハザード・リスク評
価に関する検討支援業務

8
一般競争契約
（最低価格）

-

26 応用地質株式会社 2010001034531
地下構造モデル作成等に
関する地震動予測地図作
成支援業務

28
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

25 応用地質株式会社 2010001034531
全国津波ハザード評価支
援業務

107
一般競争契約
（最低価格）

1 -



-

- -

30
日本コムシス株式会
社

4010701022825
地震観測網公開用ロード
バランサ―装置の調達

3
一般競争契約
（最低価格）

2 -

- - -

29
日本コムシス株式会
社

4010701022825
高感度等地震観測データ
処理システムに係る運用及
び監視業務等

78
一般競争契約
（最低価格）

1

28
株式会社日立製作
所

7010001008844
負荷分散装置およびファイ
アウォールの設定変更作
業

2
随意契約
（その他）

-

27
株式会社日立製作
所

7010001008844
SINET接続回線および支所
間接続回線の増強に伴う
ネットワーク設定作業

5
随意契約
（その他）

- - -

- -

26
株式会社日立製作
所

7010001008844

基盤的防災情報流通ネット
ワークにおける画像用フ
レームワークのプロトタイプ
開発業務

5
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 - -

25
株式会社日立製作
所

7010001008844
外部DNSサービス他の移
行

7
一般競争契約
（最低価格）

1

24
株式会社日立製作
所

7010001008844

基盤的防災情報流通ネット
ワークの外部連接方式変
更への対応
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

12
随意契約
（その他）

-

23
株式会社日立製作
所

7010001008844

基盤的防災情報流通ネット
ワーク運用支援業務
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

77
随意契約
（その他）

1 - -

- -

22
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746 震度履歴分布作成作業 0.8
随意契約
（少額）

- -

- - -

21
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
リアルタイム地震被害推定
システム サーバ機器の保
守更新

0.8
随意契約
（少額）

-

20
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
ネットワーク機器への拡張
モジュール追加作業

0.9
随意契約
（少額）

-

19
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
強震データ公開装置・解析
等装置等の賃貸借および
保守

1
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

18
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
K-NET観測点緯度経度情
報更新作業

2
一般競争契約
（最低価格）

1 -

- - -

17
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746

強震ネットワークシステム
機器および基盤強震観測
システム機器保守ライセン
スの調達

3
一般競争契約
（最低価格）

1

16
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
強震データ公開装置・解析
等装置等の賃貸借および
保守

4
随意契約
（その他）

-

15
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
強震データ検証システムの
高度化等支援作業

13
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

14
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746
リアルタイム地震被害推定
システム等の運用・管理支
援業務

13
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 - -

13
三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746

強震ネットワークおよび基
盤強震観測網運用・管理支
援業務
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

89
随意契約
（その他）

1

12
公益財団法人地震
予知総合研究振興
会

5010005018916
首都圏地震観測網の維持
管理支援業務

20
一般競争契約
（最低価格）

11
公益財団法人地震
予知総合研究振興
会

5010005018916

地震・火山観測網整備及び
維持管理支援業務
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

316
随意契約
（その他）

1 - -



D

-

- -

27
関東情報サービス株
式会社

9050001009060 LANケーブル敷設工事 0.6
随意契約
（少額）

- -

- - -

26
関東情報サービス株
式会社

9050001009060 人事情報管理DBの導入 1
随意契約
（少額）

-

25
関東情報サービス株
式会社

9050001009060
個人情報管理用サーバの
調達

1
随意契約
（少額）

-

24
関東情報サービス株
式会社

9050001009060
管理部門ファイルサーバの
調達

2
随意契約
（少額）

- - -

- -

23
関東情報サービス株
式会社

9050001009060

管理部門系所内ネットワー
クの維持・管理等業務
【一般競争契約（最低価格）
（令和元年度～令和4年
度）】

2 その他 - -

- - -

22
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444 カーテンの調達 0.5
随意契約
（少額）

-

21
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444
研究資料管理棟の環境整
備

0.6
随意契約
（少額）

-

20
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444 オープン保管庫他の調達 0.7
随意契約
（少額）

- - -

- -

19
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444
吸音パーソナルブース等の
調達

0.8
随意契約
（少額）

- -

- - -

18
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444 居室内整備工事 0.9
随意契約
（少額）

-

17
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444 研究主監室の備品の調達 0.9
随意契約
（少額）

-

16
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444
飛沫感染軽減パーテーショ
ンの調達

0.9
随意契約
（少額）

- - -

- -

15
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444
スチールパーテーション等
の調達

1
随意契約
（少額）

- -

- - -

14
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444 椅子の調達 2
随意契約
（少額）

-

13
株式会社日本フォー
トサービス社

8010001062444
会議室環境整備のための
調達

2
随意契約
（少額）

-

12 株式会社ナカジマ 5050001010278
街路灯及び大型降雨実験
施設LED化工事

10
一般競争契約
（最低価格）

8 - -

- -

11
株式会社飯塚工務
店

2050001008944 高中木剪定作業 0.6
随意契約
（少額）

- -

6 - -

10
株式会社飯塚工務
店

2050001008944 各所下刈工作業 0.8
随意契約
（少額）

-

9
株式会社飯塚工務
店

2050001008944
構内環境整備業務
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

10
随意契約
（その他）

-

8
常陽メンテナンス株
式会社

6050001001177

構内建物・施設の日常清掃
及び定期清掃
【一般競争契約（最低価格）
（令和2年度～令和4年度）】

13 その他 - - -

- -

7 株式会社KSP･EAST 3030001004845

防災科学技術研究所構内
及び建物の守衛業務
【一般競争契約（最低価格）
（令和元年度～令和4年
度）】

14 その他 - -

- - -

6 株式会社Ｆ－Ｐｏｗｅｒ 2010701022133
国立研究開発法人防災科
学技術研究所で使用する
電気の調達

23
一般競争契約
（最低価格）

6

5
日本メックス株式会
社

6010001062545

電気、機械及び給排水設
備総合管理業務
【一般競争契約（最低価格）
（令和元年度～令和4年
度）】

25 その他

-

4
損害保険ジャパン株
式会社

4011101023372
損害保険（労働災害総合保
険）

0.6
随意契約
（少額）

- - -

- -

3
損害保険ジャパン株
式会社

4011101023372 自動車保険 0.6
随意契約
（少額）

- -

- - -

2
損害保険ジャパン株
式会社

4011101023372 火災保険 25
一般競争契約
（最低価格）

1

1
安田不動産株式会
社

7010001031152
会議室の賃貸借
【随意契約（企画競争）（平
成29年度～令和4年度）】

39 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）


